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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第71期中、第71期の持分法を適用した場合の投資利益については、重要な影響を及ぼさないため記載しておりません。

また、第72期中、第72期、第73期中の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しており

ません。 

４．第72期中、第72期の中間（当期）純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等

によるものであります。 

  

２【事業の内容】 

 当中間会計期間における当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 1,064,604 989,990 3,470,583 2,828,063 4,615,617

経常損益（千円） △238,826 △207,588 △105,135 △205,578 △260,700

中間（当期）純損益（千円） △222,257 △1,010,081 △122,717 556,009 △1,067,799

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 
（発行済株式総数）（株） 

1,000,000 
(20,400,000) 

1,699,968
(31,337,000) 

1,699,968
(31,337,000) 

1,000,000 
(20,400,000) 

1,699,968
(31,337,000) 

純資産額（千円） 303,811 1,472,009 1,288,592 1,083,023 1,416,245

総資産額（千円） 3,858,997 2,263,723 2,761,988 4,036,480 2,714,358

１株当たり純資産額（円） 14.93 47.10 41.26 53.27 45.33

１株当たり中間（当期）純損
益（円） 

△10.92 △36.57 △3.93 27.33 △36.28

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） 7.87 65.03 46.65 26.83 52.18

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△286,698 △193,107 △109,951 △311,287 126,713

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

53,760 104,744 38,062 1,319,528 △127,498

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

193,802 △809,980 52,052 △233,127 △830,313

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

111,401 27,307 74,716 925,651 94,553

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

89 
［150］

79
［116］

166
［238］

84 
［135］

172
［211］



  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 166(238） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間のわが国の経済は、企業業績の回復により設備投資の増加や雇用情勢の改善など回復基調が見られたもの

の、原油価格の高止まりや金利上昇懸念など不安要因も多く、依然として不透明な状況で推移いたしました。加工食品業界に

おいては、米国のＢＳＥによる禁輸措置は解除されたものの依然として原材料の高騰、原油高によるエネルギーコストや包装

資材の高騰、また、ハム・ソーセージ市場の成熟化などにより、業者間の価格競争の激化など厳しい状況が続いております。 

  

 このような状況下で、当社は、昨年営業譲り受けした栃木工場との統合効果を最大限に発揮するため、生産面では、埼玉・

栃木両工場の生産品目のすみわけによる生産効率の向上、両工場での共同購入によるコスト低減、仕入や在庫などの管理基準

の統一化などを進め、また、営業面では、業務用食材の新チャネルの開拓、ギフトの販路拡大、直売店での新製品の発売や拡

販に努め、業績の向上を図ってまいりました。 

  

 当中間会計期間の売上高は、昨年の10月１日に株式会社栃木ゼンチクの営業を譲り受けたこともあり、３４億７０百万円

（前年同期比350.6％）となり、経常損失は１億５百万円（前年同期損失２億７百万円）、中間純損失は１億２２百万円（前年

同期損失１０億１０百万円）となりました。 

  

 部門別の営業概況は次のとおりです。 

 加工食品部門は、量販向け製品が順調に推移したことにより当中間会計期間の売上高は３４億３９百万円（前年同期比

358.8％）で、内訳として食肉製品３１億２９百万円、惣菜製品３億１０百万円となりました。 

 主に給食事業の受託業務を営むその他事業につきましては、当中間会計期間の売上高は３０百万円で前年同期比98.5％とな

りました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、資金という）は、７４百万円（前年同期２７百万円）で前中間会計

期間末と比べ４７百万円増加いたしました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は１億９百万円（前年同期は１億９３百万円の使用）となりました。これは主に当中間会

計期間の税引前中間純損失や売掛金の増加などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、３８百万円（前年同期は１億４百万円の収入）となりました。これは主に貸付金の回

収によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、５２百万円（前年同期は８億９百万円の使用）となりました。これは主に長期借入金

の返済額よりも短期借入金の純増額が上回ったためであります。 

  

 



２【生産・受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

（注）当中間会計期間より生産高を記載しておりますので、前年同期比はありません。 

  

(2）受注の状況 

当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

（注）１．当中間会計期間より、加工食品は食肉加工品とその他惣菜等とに区分して記載しております。 

２．当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。なお、

前中間会計期間の主な相手先別の販売実績等は、割合が低いため省略しております。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

    期別 

  

部門別 

当中間会計期間 

前年同期比 

(%) 

(自 平成18年4月 1日 

 至 平成18年9月30日) 

重量(kg) 構成比（%) 

 食肉加工品 3,933,750 92.9 － 

 その他惣菜等 300,643 7.1 － 

計 4,234,393 100.0 － 

    期別 

  

部門別 

当中間会計期間 
前年同期比 

(%) 
(自 平成18年4月 1日 

 至 平成18年9月30日) 

金額(千円) 構成比(%)   

加工食品 3,439,730 99.1 358.8 

 内、食肉加工品 3,129,559 90.2 － 

 内、その他惣菜等 310,171 8.9 － 

その他（外食関連他） 30,853 0.9 98.5 

計 3,470,583 100.0 350.6 

相手先 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(千円) 割合(％） 

スターゼン株式会社 2,556,137 73.7 



３【対処すべき課題】 

 当社は、営業利益を黒字化させ、安定的な利益体質の確立を図ることが急務であると認識しております。 

 当社では、前事業年度に譲り受けした栃木工場との統合効果を最大限発揮するため、生産面では、埼玉・栃木両工場の生産品

目のすみわけによる生産効率の向上、両工場での共同購入によるコスト低減、仕入や在庫などの管理基準の統一化などを図って

まいりました。営業面では、業務用食材の新チャネルの開拓、ギフトの販路拡大、直売店での新商品の投入と拡売などにより売

上拡大を図ってまいりました。今後、上記の施策をさらに推進し、一層の生産の効率化、新商品の開発強化、全社的な経費削減

に取り組み、親会社でありますスターゼン株式会社からの協力のもと、業績改善を図ってまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

(1）業務提携契約の締結 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

(2）業務提携契約の終了 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は「食を通じて社会に貢献する」をビジョンに掲げており、「お客様第一主義」を基本理念としております。つまり、お

客様には美味しく、安全であり、安心して召し上がっていただけることを基本コンセプトとして新商品の開発に取り組んでおり

ます。当社の新商品の開発は、営業企画グループが中心となり、各部門より横断的にプロジェクトチームを結成し、ハム・ソー

セージ開発チームとデリカ惣菜開発チームにそれぞれ専門家を配して取り組んでおります。ハム・ソーセージ開発チームは栃木

及び埼玉両工場などから８名、デリカ惣菜開発チームは営業部門や埼玉工場から７名の構成で、スピードをあげて開発を推進し

ております。また、より開発力を高めるため、外部の専門家にも委託しております。 

 当中間会計期間は、ハム・ソーセージについてはこだわりのハム・ソーセージの開発、ギフト用に黒豚ロースハムを発売し、

また、消費者のニーズに沿ったカレーやシチューなどのパック詰め商品を改良し、今秋からのグラタンにつきましてもリニュー

アルいたしました。今後もローマイヤブランドにふさわしい商品を開発し、お客様のニーズに沿った美味しい安全な商品作りに

徹してまいります。 

 なお、当中間会計期間の研究開発費は１２，１６１千円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 該当事項はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。また、新た

に確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 65,900,000 

計 65,900,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 31,337,000 31,337,000
東京証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 31,337,000 31,337,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～
平成18年９月30日 

－ 31,337 － 1,699,968 － 899,968



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、自己株式が103千株あります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式11,000株と、自己名義の株式1,000株が含まれてお

ります。また、「議決権の数」欄には、同機構名義および自己名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個は含めており

ません。 

  

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スターゼン株式会社 東京都港区港南２－５－７ 18,108 57.78 

岩倉 靖夫 三重県伊賀市 71 0.23 

ローマイヤ従業員持株会 東京都品川区西五反田７－１－９ 70 0.23 

小田野 耕一 神奈川県川崎市 61 0.19 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 60 0.19 

常楽商工株式会社 東京都渋谷区神宮前６－12－18 50 0.16 

吉田 茂 栃木県宇都宮市 46 0.15 

小松崎 壽文 茨城県東茨城郡茨城町 33 0.11 

古橋 洋一 茨城県桜川市 32 0.10 

津本 忠夫 広島県呉市 30 0.10 

戸谷 義幸 東京都品川区 30 0.10 

計  18,591 59.33 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  103,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,767,000 30,755 － 

単元未満株式 普通株式  467,000 － － 

発行済株式総数      31,337,000 － － 

総株主の議決権 － 30,755 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義になっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含めております。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

退任役員 

  

 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ローマイヤ株式会
社 

東京都品川区西五
反田７－１－９ 

103,000 － 103,000 0.33 

計 － 103,000 － 103,000 0.33 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 163 155 149 180 164 163 

最低（円） 150 130 131 137 145 144 

役名 氏名 退任年月日 

取締役会長 

(代表取締役） 
中野 曹一 平成18年７月10日 



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期

間（自平成18年４月１日至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成17年４月１日至平成17年９月30日）の中間財務諸表

については、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間会計期間（自平成18年４月１日至平成18年９月30日）の中間財務諸表

については、みすず監査法人及び太陽ＡＳＧ監査法人の中間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付をもって、名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   27,307  74,716 94,553  

２．売掛金   175,057  480,464 360,846  

３．たな卸資産   117,859  348,913 310,696  

４．短期貸付金   228,847  － 76,996  

５．その他   11,039  20,519 15,080  

６．貸倒引当金   △1,288  △2,756 △1,719  

流動資産合計    558,822 24.7 921,858 33.4  856,453 31.6

Ⅱ 固定資産       

(1)有形固定資産 ※１     

１．土地 ※２ 1,493,013  1,493,013 1,493,013  

２．その他 ※２ 106,387  146,129 116,003  

有形固定資産合計    1,599,401 70.7 1,639,143 59.3  1,609,017 59.3

(2)無形固定資産       

１．営業権   －  － 160,000  

２．のれん   －  140,000 －  

３．その他   12,297  12,736 12,040  

無形固定資産合計    12,297 0.5 152,736 5.5  172,040 6.3

(3)投資その他の資産       

１．投資有価証券   51,136  20,725 26,269  

２．破産更生債権等   1,331  － －  

３．差入保証金   20,635  17,026 33,679  

４．その他   17,371  9,463 14,351  

５．投資損失引当金   △3,500  △3,500 △3,500  

６．貸倒引当金   △1,331  － －  

投資その他の資産
合計 

   85,643 3.8 43,715 1.6  70,799 2.6

固定資産合計    1,697,342 75.0 1,835,595 66.4  1,851,857 68.2

Ⅲ 繰延資産       

 新株発行費   7,558  4,535 6,046  

繰延資産合計    7,558 0.3 4,535 0.2  6,046 0.2

資産合計    2,263,723 100.0 2,761,988 100.0  2,714,358 100.0

        



 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   126,235  674,317 590,590  

２．短期借入金 ※２ 51,600  336,549 67,200  

３．未払金 ※３ 142,087  187,476 151,848  

４．未払法人税等   6,797  11,990 16,737  

５．賞与引当金   27,957  99,182 80,447  

６．その他   39,803  65,074 60,821  

流動負債合計    394,481 17.4 1,374,589 49.8  967,644 35.6

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   249,400  － 215,800  

２．退職給付引当金   93,957  69,401 83,000  

３．長期未払金   50,000  25,000 25,000  

４．預り保証金   226  202 216  

５．繰延税金負債   3,649  4,203 6,451  

固定負債合計    397,232 17.6 98,806 3.5  330,468 12.2

負債合計    791,713 35.0 1,473,396 53.3  1,298,113 47.8

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,699,968 75.1 － －  1,699,968 62.6

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   899,968  39.8 － － 899,968  33.1

２．その他資本剰余金   9,872  0.4 － － 9,872  0.4

資本剰余金合計    909,840 40.2 － －  909,840 33.5

Ⅲ 利益剰余金       

１．中間（当期）未処
理損失 

  1,135,998  － 1,193,716  

利益剰余金合計    △1,135,998 △50.2 － －  △1,193,716 △44.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   5,579 0.2 － －  9,865 0.4

Ⅴ 自己株式    △7,379 △0.3 － －  △9,711 △0.3

資本合計    1,472,009 65.0 － －  1,416,245 52.2

負債資本合計    2,263,723 100.0 － －  2,714,358 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

(1)資本金    － － 1,699,968 61.5  － －

(2)資本剰余金       

１．資本準備金   －  899,968 －  

２．その他資本剰余 
  金 

  －  9,872 －  

資本剰余金合計    － － 909,840 32.9  － －

(3)利益剰余金       

１．その他利益剰余 
  金 

      

   繰越利益剰余金   －  △1,316,434 －  

利益剰余金合計    － － △1,316,434 △47.6  － －

(4)自己株式    － － △11,208 △0.4  － －

株主資本合計    － － 1,282,165 46.4  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

(1)その他有価証券評 
  価差額金 

   － － 6,426 0.3  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 6,426 0.3  － －

純資産合計    － － 1,288,592 46.7  － －

負債純資産合計    － － 2,761,988 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    989,990 100.0 3,470,583 100.0 4,615,617 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３  604,860 61.1 2,947,015 84.9 3,547,790 76.9

売上総利益    385,129 38.9 523,568 15.1 1,067,826 23.1

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※３  579,605 58.5 626,135 18.0 1,302,288 28.2

営業損失    194,475 △19.6 102,567 △2.9 234,461 △5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  778 0.1 2,796 0.1 2,768 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  13,892 1.5 5,364 0.2 29,007 0.6

経常損失    207,588 △21.0 105,135 △3.0 260,700 △5.6

Ⅵ 特別利益 ※４  27 0.0 12 0.0 2,340 0.1

Ⅶ 特別損失 ※5,6  798,720 80.7 10,284 0.3 799,639 17.4

税引前中間（当
期）純損失 

   1,006,281 △101.7 115,406 △3.3 1,057,999 △22.9

法人税、住民税
及び事業税 

   3,800 0.3 7,310 0.2 9,800 0.2

中間（当期）純
損失 

   1,010,081 △102.0 122,717 △3.5 1,067,799 △23.1

前期繰越損失    125,917 125,917 

中間（当期）未
処理損失 

   1,135,998 1,193,716 

       



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

  

  

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本 
準備金 

その他
資本 
剰余金 

資本
剰余金 
合計 

その他
利益剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,193,716 △9,711 1,406,379

中間会計期間中の変動額    

中間純損失   △122,717  △122,717

自己株式の取得   △1,496 △1,496

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

  △122,717 △1,496 △124,214

平成18年9月30日残高（千円） 1,699,968 899,968 9,872 909,840 △1,316,434 △11,208 1,282,165

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年3月31日残高（千円） 9,865 1,416,245

中間会計期間中の変動額  

中間純損失  △122,717

自己株式の取得  △1,496

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△3,438 △3,438

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△3,438 △127,653

平成18年9月30日残高（千円） 6,426 1,288,592



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）純
損失（△） 

  △1,006,281 △115,406 △1,057,999 

減価償却費   35,912 19,398 54,466 

減損損失   775,852 － 775,852 

営業権償却額   － － 40,000 

のれん償却額   － 20,000 － 

繰延資産償却費   1,511 1,511 3,023 

退職給付引当金の減少
額 

  △11,836 △13,598 △22,793 

貸倒引当金の増減額   △27 1,036 △928 

賞与引当金の増加額   2,161 18,735 54,651 

固定資産除却損   308 4,134 1,227 

投資有価証券売却益   － － △892 

固定資産売却益   － △12 △1,448 

営業譲受費用   22,500 － 22,500 

受取利息及び受取配当
金 

  △561 △163 △1,005 

支払利息   7,915 2,947 11,682 

売上債権の増加額   △11,202 △119,663 △196,971 

たな卸資産の増加額   △35,482 △38,217 △32,374 

仕入債務の増加額   12,487 83,726 476,842 

未払債務の増加額   34,984 43,882 32,283 

破産更生債権等の減少
額 

  － － 1,331 

その他   △11,037 △5,252 △19,097 

小計   △182,795 △96,941 140,349 

利息及び配当金の受取
額 

  561 163 1,005 

利息の支払額   △6,293 △2,666 △10,060 

法人税等の支払額   △4,580 △10,505 △4,580 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △193,107 △109,951 126,713 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金等の払い戻し
による収入 

  5,000 － 5,000 

短期貸付金の純増減額   △228,847 76,996 △76,996 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  － － 32,992 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △2,222 △60,899 △7,102 

有形固定資産の売却に
よる収入 

  355,533 7,343 357,026 

差入保証金の回収によ
る収入 

  － 16,652 － 

営業譲受に伴う支出   △22,500 － △435,267 

その他   △2,219 △2,030 △3,151 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  104,744 38,062 △127,498 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額   △28,440 336,549 △28,440 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △2,170,497 △283,000 △2,188,497 

株式発行による収入   1,390,865 － 1,390,865 

自己株式の取得による
支出 

  △1,909 △1,496 △4,242 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △809,980 52,052 △830,313 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
減少額 

  △898,343 △19,836 △831,097 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  925,651 94,553 925,651 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  27,307 74,716 94,553 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は前中間会計期間212百万円、前事業

年度174百万円、当中間会計期間に194百万円

と継続して営業損失を計上し、また、当中間

会計期間には営業キャッシュ・フローも193

百万円と継続的にマイナスとなっておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消し、営業利益の黒

字化を達成するために、当中間会計期間は新

商品の開発強化、直売店の活性化、営業の拡

大、経費削減などを推し進めてまいりました

が、百貨店や量販店の売上不振の影響を受け

ましたこと、ＯＥＭ受注の減少などで売上が

伸びず、また、当社は販売量が下期に偏ると

いう季節的変動が著しいため、上期は営業赤

字を計上する状況にいたりました。 

 当社では、自己資本を充実させるとともに

経営基盤の安定を図る目的で、平成17年６月

にはスターゼン株式会社を割当先とする第三

者割当増資を実行しましたことにより、当社

は同社の子会社となりました。また、スター

ゼン株式会社の100％子会社であるハム・ソ

ーセージ等を製造しております株式会社栃木

ゼンチクの営業を平成17年10月１日に譲り受

けました。同社との統合の効果を最大限に発

揮させるべく、平成17年７月より取締役およ

び監査役で構成する経営委員会を月２回開催

して協議し、今後の施策を策定いたしまし

た。本計画では、金利負担を軽減するため、

平成17年９月に親会社であるスターゼン株式

会社へ工場の固定資産を売却し、また、効率

化を図るため量販の販売ルートのスターゼン

株式会社への移管、譲り受けした栃木工場

(前株式会社栃木ゼンチク本社工場）との原

価計算制度、仕入先・仕入品目・仕入条件や 

在庫管理などの基準を統一し、また、生産品

目のすみ分けを行い生産効率を高めること、

業務用販売の強化、直売店の管理・販売の強

化などの施策を強力に推し進めて、早期に経

営改善を図ってまいります。また、資金面で

はスターゼン株式会社の資金管理システムを

導入し、資金の余剰や不足を調整して資金の

効率化を図ってまいります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を

中間財務諸表には反映しておりません。 

 当社は前中間会計期間194百万円、前事業

年度234百万円、当中間会計期間に102百万円

と継続して営業損失を計上しております。当

該状況により、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。 

 当中間会計期間においては、当社は当該状

況を解消し、営業利益の黒字化を達成するた

めに、前事業年度に譲り受けした栃木工場と

の統合効果を最大限発揮することを目的とし

て、生産面では、埼玉・栃木両工場の生産品

目のすみわけによる生産効率の向上、両工場

での共同購入によるコスト低減、仕入や在庫

などの管理基準の統一化などを図ってまいり

ました。営業面では、業務用食材の新チャネ

ルの開拓、ギフトの販路拡大、直売店での新

商品の投入と拡売などにより売上拡大を図っ

てまいりました。その結果、売上高は34億70

百万円で前中間会計期間の3.5倍に伸び、営

業利益はほぼ計画どおりの１億2百万円の損

失となりました。 

 当社の業績はギフトの売上高に影響される

ため、下期のギフトの売上高は上期より大幅

に増加するという季節的要因をかかえてお

り、人件費や経費などの固定費は年間を通じ

てほぼ均等に発生するため、事業年度の上期

と下期の業績には著しい相違があります。下

期に向けては、年次計画の修正を行い、歳暮

ギフトやおせち料理の売上増強を図り、更

に、グラタンをはじめとする秋冬型商品を拡

売してまいります。また、一層の生産の効率

化、新商品の開発強化、全社的な経費削減に

取り組み、親会社でありますスターゼン株式

会社からの協力のもと、業績改善を図り、営

業利益の黒字化を達成することを計画してお

ります。また、資金面では、引き続きスター

ゼン株式会社の資金管理システムを活用し、

資金調達及び運用の効率化を図り、資金需要

に応じた融資枠の限度額を設定してまいりま

す。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を

中間財務諸表には反映しておりません。 

 当社は前事業年度174百万円、当事業年度

234百万円の継続的な営業損失を計上してお

ります。当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、自己資本を充実させるとともに経

営基盤の安定を図る目的で、平成17年６月６

日にスターゼン株式会社を割当先とする第三

者割当増資を実行しましたことにより、同社

の子会社となりました。また、スターゼン株

式会社の100％子会社であるハム・ソーセー

ジ等を製造しております株式会社栃木ゼンチ

クの営業を平成17年10月１日に譲り受けまし

た。同社との統合の効果を最大限に発揮させ

るべく、７月より取締役および監査役で構成

する経営委員会を月１回乃至２回開催して協

議し、今後の施策を策定いたしました。本計

画では、金利負担を軽減するため、９月に親

会社であるスターゼン株式会社へ工場の固定

資産を売却し、量販の販売先を同社に移管し

営業部門の効率化を図るとともに、業務用製

品の販売強化、直売店の管理・販売の強化な

どの施策を推し進めてまいりました。更に、

資金面ではスターゼン株式会社の資金管理シ

ステムを導入し、資金の余剰や不足を調整し

て資金の効率化を図ってまいりました。 

 しかしながら、当事業年度は、百貨店や量

販店の販売低迷やＯＥＭ受注の減少などによ

り売上高は計画に届きませんでした。また、

原料価格の高止まりや原油高騰による資材コ

ストの上昇などで製造コストを計画通りには

削減できなかったことや業者間の競争激化も

加わり、利益は計画の目標額に到達出来ずに

終わりました。 

 翌事業年度においては、取締役および監査

役で構成する経営委員会を引き続き開催し、

前述の実行施策の効果を更に高める施策を策

定してまいります。生産面では、埼玉・栃木

両工場の生産品目のすみわけを行い生産効率

を高めること、両工場での共同購入によるコ

スト低減、仕入や在庫などの管理基準の統一

化などを図ってまいります。商品開発につき

ましては、社内横断的な開発プロジェクトチ

ームを結成し外部の専門家にも委託し安全安

心な商品づくりはもとより売れる商品づくり

をすすめてまいります。また、営業面では、

業務用食材の新チャネルの開拓、ギフトの販

路拡大、直売店での新商品の投入と拡売など

により売上拡大を図るとともに、人材の育成

にも力を注いでまいります。引き続き、資金

面では、スターゼン株式会社の資金管理シス

テムを利用し、効率よく資金を管理してまい

ります。 



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

     財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を財務

諸表には反映しておりません。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格などに基づ

く時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 中間決算日の市場価格などに基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 決算日の市場価格などに基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 
  

    

商品 最終仕入原価法 

製品 売価還元原価法 

原材料 先入先出法による原価法 

仕掛品 売価還元原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

  

  
  

  

（会計方針の変更） 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法は、従

来、埼玉工場では、商品については最終仕入

原価法、製品及び仕掛品については売価還元

原価法、原材料については先入先出法による

原価法によっており、栃木工場では、商品及

び原材料については個別法による原価法、製

品及び仕掛品については先入先出法による原

価法を採用しておりましたが、当中間会計期

間より両工場で統一し、商品及び原材料につ

いては個別法による原価法、製品及び仕掛品

については先入先出法による原価法に変更い

たしました。 

 この変更は、平成17年10月１日に株式会社

栃木ゼンチク（現・栃木工場）の営業全部を

譲り受けたことを契機とし、仕入や在庫など

の管理基準の統一化が確立されたことに伴

い、埼玉工場及び栃木工場での評価基準及び

評価方法を統一し、より適正かつ迅速に在庫

金額を把握し、より適正な期間損益計算を行

うことを目的として行われたものでありま

す。 

 この変更により、従来の方法と比べ、たな

卸資産は758千円減少し、営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失は同額増加しており

ます。 

商品 個別法による原価法 

製品 先入先出法による原価法 

原材料 個別法による原価法 

仕掛品 先入先出法による原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

埼玉工場 
  

栃木工場 
  

商品 最終仕入原価法 

製品 売価還元原価法 

原材料 先入先出法による原価法 

仕掛品 売価還元原価法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

商品 個別法による原価法 

製品 先入先出法による原価法 

原材料 個別法による原価法 

仕掛品 先入先出法による原価法 



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．減価償却資産の減価償却の方法 ２．減価償却資産の減価償却の方法 ２．減価償却資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 当社は定率法によっております。ただ

し平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。 

 当社は定率法によっております。ただ

し平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。 

 当社は定率法によっております。ただ

し平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物及び構築物   17年～39年  建物及び構築物   15年～24年  建物及び構築物   17年～39年 

 機械装置及び運搬具 ６年～９年  工具器具及び備品  ５年～６年  機械装置及び運搬具 ６年～９年 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。なおソフト

ウェア（自社利用）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

 定額法を採用しております。なお、の

れんは５年間の均等償却による定額法を

採用し、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

 定額法を採用しております。なお、営

業権は５年間の均等償却による定額法を

採用し、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 

 新株発行費  新株発行費  新株発行費 

 商法施行規則に規定する最長期間（３年

間）で、均等償却しております。 

 旧商法施行規則に規定する最長期間（３

年間）で、均等償却しております。 

 商法施行規則に規定する最長期間（３年

間）で、均等償却しております。 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えて当中間会

計期間の負担に属する支給見込み額を計

上しております。 

同左  従業員の賞与の支給に備えて当期の負

担に属する支給見込み額を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額

を計上しております。なお、直近の年金

財政計算上の責任準備金をもって退職給

付債務としております。 

同左  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計

上しております。なお、直近の年金財政

計算上の責任準備金をもって退職給付債

務としております。 

(4）投資損失引当金 (4）投資損失引当金 (4）投資損失引当金 

 関係会社株式等の価値の減少による損

失に備えるため、投資先の財政状態等を

勘案し、個別検討による必要額を計上し

ております。 

同左 同左 



  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

６．中間キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

７．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

 消費税等の会計処理について  消費税等の会計処理について  消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 
同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前中間純損失

は、775,852千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会平成

14年８月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより税引前当期純損失は、

775,852千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

  

  

────── 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表）   

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「建物」（当中間会

計期間54,441千円）、「機械及び装置」（当中間会計期間750千

円）及び「工具器具及び備品」（当中間会計期間50,652千円）は、

当中間期末において資産の総額の100分の５以下となりましたの

で、有形固定資産の「その他」に含めて表示することとしました。 

  

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

  （千円） （千円） （千円） 

※１．有形固定資産減価

償却累計額 

192,051 150,279 190,886 

※２．担保資産    

イ．担保差入資産    

土地 1,493,013 1,493,013 1,493,013 

その他の有形固定

資産 
22,300 22,300 22,300 

ロ．債務の内容    

短期借入金 － 336,549 － 

※３．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、未払金に含めて表示し

ております。その金額は16,279千円

です。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、未払金に含めて表示し

ております。その金額は20,413千円

です。 

  

──── 



（中間損益計算書関係） 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （千円） （千円） （千円） 

※１．営業外収益の主要項目    

受取利息 2 93 82 

受取配当金 558 69 923 

※２．営業外費用の主要項目    

支払利息 7,915 2,947 11,682 

※３．減価償却実施額    

有形固定資産 29,620 13,319 41,951 

無形固定資産 1,216 21,191 42,399 

※４．特別利益の主な内訳    

貸倒引当金戻入益 27 － － 

固定資産売却益 － 12 1,448 

投資有価証券売却益 － － 892 

※５．特別損失の主な内訳    

固定資産除却損 308 4,134 1,227 

減損損失 775,852 － 775,852 

本社移転費用 － 6,150 － 

その他特別損失 22,560 － 22,560 

※６．減損損失  当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

────── 

 当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

  
  

場所 用途 種類 
損失額
(千円) 

北海道 
釧路市 

駐車場 土地 589,384

北海道 
室蘭市 

遊休 
資産 

土地 1,172

静岡県 
静岡市 

遊休 
資産 

土地 3,250

東京都 
目黒区 

遊休 
資産 

その他
の有形
固定資
産 

182,044

  

場所 用途 種類 
損失額
(千円) 

北海道
釧路市

駐車場 土地 589,384

北海道
室蘭市

遊休 
資産 

土地 1,172

静岡県
静岡市

遊休 
資産 

土地 3,250

東京都
目黒区

遊休 
資産 

その他
の有形
固定資
産 

182,044

   当社は、減損損失の算定に当た

り、資産を事業の関連性により加

工食品部門及び外食関連部門にグ

ルーピングを行っております。ま

た、賃貸用不動産、遊休資産等に

ついては個別物件単位にてグルー

ピングを行っております。 

 当中間会計期間において、北海

道釧路市の土地については市場価

格が著しく下落したため、また、

遊休資産については将来の用途が

定まっていないため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失(775,852千円)と

して特別損失に計上しておりま

す。 

  

 当社は、減損損失の算定に当た

り、資産を事業の関連性により加

工食品部門及び外食関連部門にグ

ルーピングを行っております。ま

た、賃貸用不動産、遊休資産等に

ついては個別物件単位にてグルー

ピングを行っております。 

 当事業年度において、北海道釧

路市の土地については市場価格が

著しく下落したため、また、遊休

資産については将来の用途が定ま

っていないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(775,852千円)として

特別損失に計上しております。 



  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注） 普通株式の自己株式の株式数の増加９千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   なお、上記資産グループの回収

可能価額は、正味売却価額により

測定しております。土地について

は、主に路線価による相続税評価

額を合理的に調整した価額に基づ

き評価し、その他の有形固定資産

については、専門業者による評価

額に基づき評価しております。 

   なお、上記資産グループの回収

可能価額は、正味売却価額により

測定しております。土地について

は、主に路線価による相続税評価

額を合理的に調整した価額に基づ

き評価し、その他の有形固定資産

については、専門業者による評価

額に基づき評価しております。 

  
前事業年度末株式数 

     （千株） 

当中間会計期間増加

株式数  (千株） 

当中間会計期間減少

株式数  (千株） 

当中間会計期間末

株式数 （千株） 

発行済株式     

 普通株式 31,337 － － 31,337 

合計 31,337 － － 31,337 

自己株式     

 普通株式（注） 93 9 － 103 

合計 93 9 － 103 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(1）現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 
  
  （千円）

現金及び預金残高 27,307 

預金期間が３ヶ月を超
える定期預金 

－ 

現金及び現金同等物の
中間期末残高 

27,307 

  
  （千円）

現金及び預金残高 74,716 

預金期間が３ヶ月を超
える定期預金 

－ 

現金及び現金同等物の
中間期末残高 

74,716 

  （千円）

現金及び預金残高 94,553 

預金期間が３ヶ月を超
える定期預金 

－ 

現金及び現金同等物の
期末残高 

94,553 

    (2）営業譲受により増加した資産の内訳 

     株式会社栃木ゼンチクから営業譲受したこ

とに伴い増加した資産の主な内訳は以下のと

おりです。 

    

  

  （千円）

流動資産 195,944 

固定資産 216,822 

  計 412,767 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所

有権が借主に移転

すると認められる

もの以外のファイ

ナンスリース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 
  

   
工具器具
及び備品 

 機械装置 

車輌及び
運搬具無
形固定資
産 

 合計 

   （千円）  （千円） （千円）  （千円） 

取得価額
相当額 

 24,253 72,064 16,008 112,326

減価償却
累計額相
当額 

 21,101 33,003 16,008 70,112

中間期末
残高相当
額 

 3,152 39,061 － 42,213

  

   
工具器具
及び備品

 機械装置 

車輌及び
運搬具無
形固定資
産 

 合計 

   （千円） （千円） （千円） （千円）

取得価額
相当額 

 33,816 417,176 8,005 458,998

減価償却
累計額相
当額 

 19,481 231,331 3,342 254,155

中間期末
残高相当
額 

 14,334 185,844 4,663 204,842

  

   
工具器具
及び備品 

 機械装置  

車輌及び
運搬具無
形固定資
産 

 合計 

   （千円）  （千円）  （千円）  （千円）

取得価額
相当額 

 33,816 407,166 6,455 447,438

減価償却
累計額相
当額 

 16,517 203,969 2,563 223,050

期末残高
相当額 

 17,298 203,196 3,891 224,387

   （注）なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため支

払利子込み法により算定して

いる。 

  

────── 

  

────── 

  ２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料中間期末残高相当

額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
  
  （千円）

１年内 13,235

１年超 28,977

合計 42,213

  
  （千円）

１年内 66,790

１年超 145,631

合計 212,422

  （千円）

１年内 68,318

１年超 162,424

合計 230,743

   （注）なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。 

  

────── 

  

────── 

  ３．支払リース料及び減価償却費相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

  
  

  

  （千円）

支払リース料 8,507

減価償却費相当額 8,507

  
  （千円）

支払リース料 39,625

減価償却費相当額 35,855

支払利息相当額 3,501

  （千円）

支払リース料 47,211

減価償却費相当額 42,946

支払利息相当額 4,568

  ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

同左 

  

  

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

  ──────  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

同左 

        

  （減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

同左 

  

同左 

  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  

（当中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  

 

  

前中間会計期間末（平成17年９月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 38,407 47,636 9,228 

合計 38,407 47,636 9,228 

  
前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,500 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 6,595 17,225 10,629 

合計 6,595 17,225 10,629 

  
当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,500 



（前事業年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

（当中間会計期間） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

（前事業年度） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  

前事業年度末（平成18年３月31日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 6,451 22,769 16,317 

合計 6,451 22,769 16,317 

  
前事業年度末（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,500 



（持分法損益等） 

（前中間会計期間） 

 該当事項はありません。 

  

（当中間会計期間） 

 該当事項はありません。 

  

（前事業年度） 

 該当事項はありません。 

  

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

１株当たり純資産額 47円10銭

１株当たり中間純損失 36円57銭

  

１株当たり純資産額 41円26銭

１株当たり中間純損失 3円93銭

１株当たり純資産額 45円33銭

１株当たり当期純損失 36円28銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間純損失又は当期純損失 （千円） 1,010,081 122,717 1,067,799 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間純損失又は当期純
損失（千円） 

1,010,081 122,717 1,067,799 

期中平均株式数（千株） 27,616 31,239 29,432 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第72期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

 平成18年７月６日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

ロ ー マ イ ヤ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているローマイヤ株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ローマ

イヤ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間会計期間に１９４百万円と継続して営業損失を計上し、また、当中間

会計期間には営業キャッシュ・フローも１９３百万円と継続的にマイナスの状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する事業計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 
  
 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成してい

る。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 瀬 佐千世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

ロ ー マ イ ヤ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているローマイヤ株式会社の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７３期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ローマイヤ

株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間会計期間に１０２百万円と継続して営業損失を計上しており、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する事業計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 瀬 佐千世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 田 日 武 

      

太陽ＡＳＧ監査法人 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 遠 藤   了 

      

  業務執行社員 公認会計士 小笠原   直 
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